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注） 

１）内閣府国民生活局市民活動促進課（2006,Dec.8）ＮＰＯ公式ホームページ、 

2006,Dec.26、http://www.npo-homepage.go.jp/index.html 

２）住宅局住宅政策課（2006,Sep.15）国土交通省ホームページ 

「住生活基本計画（全国計画）」、2006,Dec.26、 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha06/07/070915/02.pdf 

３）住宅局住宅政策課、土地・水資源局土地政策課土地市場企画室（2003,Sep.11）国土

交通省ホームページ「新たな住宅政策のあり方について（建議）」、2006,Dec.26、 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/07/070911/01.pdf 

４）BBB Wise Giving Alliance（2002,Jan.22）BBB Wise Giving Alliance Standards for 

Charity Accountability、2006,Dec.26、 

http://give.org/standards/newcbbbstds.asp 

Charity Standards の４つの基本的な方針として、以下が挙げられている。 

・In how they govern their organization 

・In the ways they spend their money, 

・In the truthfulness of their representations 

・In their willingness to disclose basic information to the public 

さらに、以下の４つの分野のもとに、詳細な 20 項目の基準が挙げられている。 

・Governance and Oversight 

・Measuring Effectiveness 

・Finances 

・Fund Raising and Informational Materials 

５）内閣府国民生活局市民活動促進課（2006,Dec.8）ＮＰＯ公式ホームページ 

   上記ウェブサイトにおいて、 

日本全体における認証数調査：「都道府県別申請数、認証数」、2006,Dec.26、

http://www.npo-homepage.go.jp/data/pref.html 
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キーワードを含む団体の抽出のための調査：「閲覧情報の検索」、2006,Dec.26 

http://www.npo-homepage.go.jp/opensys_e.html  

６）馬詰建（1991）『デンマークの非営利住宅協会が居住状況の改善に果たす役割』 

日本都市計画学会都市計画論文集、No.26 

７）山根聡子・藤田忍・白政宏通（2001）『住まい・まちづくり分野の特定非営利活動法

人における行政とのパートナーシップに関する研究』日本都市計画学会学術論文集、

No.36  

８）和田幸信（2003）『フランスの非営利団体 PACT の住宅改良活動に関する研究』 

日本建築学会計画系論文集、No.574 

９）松本隆平（2003）『ＮＰＯハウジングを通じた２１世紀型住宅供給・更新施策の展望 

NIRA 研究報告書』関西総合研究所、大阪 

１０）高見沢邦郎、林泰義、鎌田宣夫、薬袋奈美子、岩田司、石川家明、尾竹一男、 

山崎恵子、手島尚人、稲葉佳子、海老塚両吉（1998） 

「ＮＰＯと住まいづくり」住宅、1998 年 7 月号、47 号 

１１）林泰義、平山洋介、堀田祐三子、薬袋奈美子、米野史健、関真弓、宇野健一、 

宮前眞理子、中西光子、西條節子、滝脇憲、秋元孝夫（2003） 

「ＮＰＯによる住宅事業の可能性」住宅、2003 年 10 月号、52 号 

１２）６）８）に加えて、海外の住宅関連ＮＰＯを研究した主要な文献は以下になる。 

・林泰義、小林啓子他、財団法人ハウジングコミュニティ財団（1997）『NPO 教

書』風土社、東京 

・平山洋介（1993）『コミュニティ・ベースト・ハウジング 現代アメリカの近隣

再生』ドメス出版、東京 

・川合正兼（1998）『コミュニティの再生と NPO』学芸出版社、東京 

・佐々木昌二（1998）『アメリカの住宅・都市政策』財団法人経済調査会、東京 

・小玉徹・大場茂明・檜谷美恵子・平山洋介（1999）『欧米の住宅政策 イギリス・

ドイツ・フランス･アメリカ』ミネルヴァ書房、東京 
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・堀田祐三子（2005）『イギリス住宅政策と非営利組織』日本経済評論社、東京 

・Charles Freeman & Joseph Tracy(1997) HOUSING PARTNERSHIPS:A NEW 

APROACH TO A MARKET AT A CROSSROAD”, The MIT Press, Cambridge, 

Mass  

・Richard P．Nathan & Jerry A Webman(1998) ,THE URBAN DEVELOPMENT 

ACTION GRANT PROGRAM,Princeton Urban and Regional Research Center, 

Princeton, New Jersey 

・Willem Van Vlet(1995) AFFORDABLE HOUSING AND URBAN 

REDEVELOPMENT IN THE UNITED STATES, Sage Publications ,Thousand 

Oaks, Calif. ; London 

１３）４）に同じ 

１４）１１）１２）の文献を参考資料とし、概要をまとめた 

１５）１１）１２）の文献を参考資料とし、概要をまとめた 

１６）１１）１２）の文献を参考資料とし、概要をまとめた
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